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公共建築物等における木材利用促進法の制定 

 

１ 背景 

戦後、造林された人工林が、資源として利用可能な時期を迎える一方、森林の手入れが十分 

に行われず、森林の多面的機能の低下が大いに懸念されています。この厳しい状況を克服する 

ため、木を使うことにより、森を育て、林業の再生を図ることが急務となっています。 

そこで、木材の利用を促進することが、地球温暖化の防止、循環型社会の形成、森林の有す 

る国土の保全、水源のかん養その他の多面的機能の発揮、及び山村その他の地域の経済の活性 

化に貢献するため、平成 22 年 10 月に「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法 

律」（以下「公共建築物等木材利用促進法」という。）が施行され、農林水産省及び国土交通 

省共管により基本方針が告示されました。 

法律では、地方公共団体の責務として、「国の施策に準じて木材の利用の促進に関する施策 

を策定し、及び実施するよう努めるとともに、その整備する公共建築物における木材の利用に 

努めなければならない。」とされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 日本の森林資源は充実期へ 

スギ、ヒノキを中心とする人工林資源が充実し、平成 19 年時点で利用可能な高齢級（おお 

むね 50 年以上の林齢）の森林の占める割合は約４割となっており、そのまま 10 年間推移すれ 

ば約６割に達します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１-１ 我が国の森林資源の推移 図１-２ 人工林の齢級別面積 

※林野庁業務資料より 

※ 1 齢級は５年 
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公共建築物等における木材利用促進法とは 

 

１ 公共建築物等木材利用促進法の趣旨 

木材の利用の確保を通じた林業の持続的、かつ、健全な発展を図り、森林の適正な整備及び

木材の自給率の向上に寄与するため、農林水産大臣及び国土交通大臣が策定する、公共建築物

における国内で生産された木材、その他の木材の利用の促進に関する基本方針について定める

とともに、公共建築物の建築に用いる木材を、円滑に供給するための体制を整備する等の措置

を講ずるものとなっています。 

２ 公共建築物等木材利用促進法の内容 

(1) 国の責務 

国は、木材の利用の促進に関する施策を総合的に策定し、実施するとともに、自ら率先し

てその整備する公共建築物における木材の利用に努めなければならない。 

また、木造の建築物に係る建築基準法等の規制について検討を加え、その結果に基づき、

必要な法制上の措置その他の措置を講ずるとともに、木材の利用の促進に関する国民の理解

を深めるよう努めなければならない。 

(2) 地方公共団体の責務 

地方公共団体は、国の施策に準じて木材の利用の促進に関する施策を策定し、及び実施す

るよう努めるとともに、その整備する公共建築物における木材の利用に努めなければならな

い。 

(3) 基本方針の策定 

農林水産大臣及び国土交通大臣は、国が整備する公共建築物における木材の利用の目標等

を内容とする、公共建築物における木材の利用の促進に関する基本方針を定めなければなら

ない。 

(4) 都道府県及び市町村における方針の策定 

都道府県知事及び市町村は、それぞれ、当該都道府県及び市町村が整備する公共建築物に

おける木材の利用の目標等を内容とする、公共建築物における木材の利用の促進に関する方

針を定めることができる。 

(5) 公共建築物の建築に用いる木材を円滑に供給するための体制の整備 

ア 木材の製造を業として行う者は、公共建築物に適した木材を供給する設整備等に取り組

む計画(木材製造高度化計画)を作成し、農林水産大臣の認定を受けることができる。 

イ 木材製造高度化計画の認定を受けた場合には、林業・木材産業改善資金助成法の特例等

の措置を講ずる。 

(6) 公共建築物における木材の利用以外の木材の利用の促進に関する施策 

国及び地方公共団体は、住宅における木材利用、公共施設に係る工作物における木材の利

用及び木質バイオマスの利用の促進のために必要な措置を講ずるよう努める。 

 

 

図１-３ 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律のポイント 
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写真１-１ 木造化事例 

横浜市の公共建築物における木材利用方針 

 

木材の利用の意義を踏まえ、本市において公共建築物における木材の利用を促進するため、市

内の公共建築物を対象として、「横浜市の公共建築物における木材の利用の促進に関する方針」

を策定しました。 

(1) 市内の公共建築物は、積極的に木造化、内装等の木質化を促進します。 

(2) 市が整備する公共建築物においては、以下のように木造化、内装等の木質化を図ります。 

ア 木造化について（柱、はりに木材を利用すること。） 

法令等で耐火建築物等とすることが求め

られていない低層の公共建築物について、

原則として木造化を図ります。 

(公園内の施設、コミュニティハウス、

保育所等) 

 イ 内装等の木質化について（天井、壁、

床に木材を利用すること。） 

   木材の利用による効果を勘案し、市民の目に触れる機会が多いと考えられる部分を中心に

木質化を可能な限り図ります。 

（エントランスホール、受付、ロビー、廊下（腰壁、床）等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 木材利用の普及、ＰＲの推進 

  ア 補助金等を交付する公共建築物への木材利用の誘導 

市は、補助金の交付や認可により整備する公共建築物について、木材利用の促進をする

ため誘導に努めます。 

  イ 木材に関する情報の収集及び提供 

木材の一大消費地となりうる横浜において、市は、木材の利用の促進を図るため、公共

建築物における木材の利用の具体的な事例や木材に関する情報の収集及び提供に努め、木

材関係団体等との連携も検討します。 

(4) 地域材の利用 

使用する木材は、輸送過程で排出される二酸化炭素量等を考慮し、可能な限り神奈川県

産木材及び地域材（関東甲信地方に属する都県及び静岡県で生産された木材）を利用しま

す。なお、木材の加工についても、できる限り地域材の産地にて行ってください。 

 

 

写真１-２ 木質化事例 


